農業委員会の適正な事務実施について（平成21年１月23日付け20経営第5791号経営局長通知）一部改正新旧対照表
（傍線部分は改正部分）
	改　　　正　　　後
	改　　　正　　　前

	１　（略）
２　農業委員会の適正な事務実施に向けた具体的な取組
（１）法令事務
    ア・イ　（略）
　　ウ　遊休農地に対する指導等
　農業委員会は、農地法第30条第１項及び第２項の規定により、少なくとも毎年一回、区域内の農地の利用状況調査を行うこととされている。調査の結果、遊休農地があるときは当該農地の農業上の利用の増進を図るため必要な指導等の措置を講じることとされており、この措置に当たっては、「農地法の運用について」（平成21年12月11日付け21経営第4530号・21農振第1598号経営局長・農村振興局長連名通知）の第３の「遊休農地に関する措置」に基づき、遊休農地の発生防止及び解消の取組を確実に実施すること。
　また、農業委員会は、その指導内容等を対外的に明らかにする観点から、次の点について整理すること。
　　（ア）農業委員会の区域内の遊休農地の面積及び筆数
　　（イ）遊休農地への農業委員会の指導の件数及び改善状況
　　（ウ）遊休農地である旨の通知を行った面積及び件数
　　（エ）農業上の利用の増進を図るために必要な措置を講ずべきことを勧告した遊休農地の面積及び件数

	１　（略）
２　農業委員会の適正な事務実施に向けた具体的な取組
（１）法令事務
　　ア・イ　（略）
　　ウ　遊休農地に対する指導等
  農業委員会は、市町村基本構想（農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号）第６条第１項に規定する「市町村の農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想」をいう。）の達成に資する見地から特に必要があると認めるときは、要活用農地の農業上の利用の増進を図るため必要な指導等を行うこととされており、この指導に当たっては、「農業経営基盤強化促進法に基づく遊休農地対策の運用に関するガイドライン等について」（平成20年４月15日付け19経営第7975号経営局長通知）の第３の「農業委員会の行う措置」に基づき、遊休農地の発生防止及び解消の取組を確実に実施すること。
　また、農業委員会は、その指導内容等を対外的に明らかにする観点から、次の点について整理すること。
　　（ア）農業委員会の区域内の要活用農地の面積及び筆数
　　（イ）要活用農地への農業委員会の指導の件数及び改善状況
　　（ウ）指導を行わなかった要活用農地の面積及び筆数並びにその理由
　　（エ）要活用農地のうち遊休農地の指導の開始に際し定めた、市町村長に対し特定遊休農地である旨の通知の要請を行う期日が到来しているものの面積及び筆数並びに市町村長に対する要請の状況



	改　　　正　　　後
	改　　　正　　　前

	　　エ　農業生産法人からの報告への対応
  農業委員会は、管内の農地を所有等している農業生産法人から農地法第６条に基づく事業状況等の報告がなされた際には、農業生産法人の要件に適合していることを確認すること。なお、その際、農業生産法人の要件を満たさなくなるおそれがある農業生産法人が自主的にその状態を是正しようとせず、近く要件を満たさなくなると認められる場合は、農業委員会はこれを是正するために必要な措置をとるべきことを勧告すること。また、その勧告を受けた農業生産法人がその所有する農地等の譲渡しを希望する場合は、農業委員会はあっせんに努めること。
　また、農業委員会は、農地法第６条に基づく報告を行っていない農業生産法人に対して、文書で督促を行うこと。督促したにもかかわらず報告書の提出がない農業生産法人に対しては、農地法第68条に基づく罰則を適用するための地方裁判所への申出を検討するとともに、確実に報告を求めること。
（２）　（略）
３・４　（略）

	　　エ　農業生産法人からの報告への対応
  農業委員会は、管内の農地を所有等している農業生産法人から農地法第15条の２に基づく事業状況等の報告がなされた際には、農業生産法人の要件に適合していることを確認すること。なお、その際、農業生産法人の要件を満たさなくなるおそれがある農業生産法人が自主的にその状態を是正しようとせず、近く要件を満たさなくなると認められる場合は、農業委員会はこれを是正するために必要な措置をとるべきことを勧告すること。また、その勧告を受けた農業生産法人がその所有する農地等の譲渡しを希望する場合は、農業委員会はあっせんに努めること。
　また、農業委員会は、農地法第15条の２に基づく報告を行っていない農業生産法人に対して、文書で督促を行い、督促したにもかかわらず報告書の提出がない農業生産法人に対しては、農地法第95条に基づく罰則を適用するための地方裁判所への申出を検討するとともに、確実に報告を求めること。
（２）　（略）
３・４　（略）



	改　　　正　　　後
	改　　　正　　　前

	（別紙様式１）
平成○○年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価（又は案）
都道府県名：　　　　　　　
農業委員会名：　　　　　　　
Ⅰ　法令事務に関する点検
　１　（略）
  ２　事務に関する点検
  （１）・（２）　（略）
[image: image1.wmf]（３）　遊休農地に対する指導等

要活用農地のうち遊休農地の指導の

開始に際し定めた、市町村長に対し

特定遊休農地である旨の通知を行う

期日が到来しているものの面積及び

筆数並びに市町村長に対する要請

の状況

面積　　○○ha

筆数　○○筆

対象者　○○人

要請の状況

（要請していな

いものがある場

合はその理

由）



指導の結果、耕作された面積及び筆数　　　　　　○ｈａ、○筆

担い手への農地の利用集積に結びついた面積及び筆数　　○ｈａ、○筆

等

指導を行わなかった要活用農地の面

積及び筆数並びにその理由

面積　　○○ha

筆数　○○筆

対象者　○○人

理由



点検項目

実施状況

管内の

要活用農地

の面積及び筆数

面積　○○ｈａ

筆数　　○○筆

要活用農地

への指導の件数及び改

善状況

指導件数　　○○件

指導面積　○○ha

指導対象者　○○人

改善状況



	（別紙様式１）
平成○○年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価（又は案）
都道府県名：　　　　　　　
農業委員会名：　　　　　　　
Ⅰ　法令事務に関する点検
　１　（略）
  ２　事務に関する点検
  （１）・（２）　（略）
[image: image2.wmf]（３）　遊休農地に対する指導等

指導の結果、耕作された面積及び筆数　　　　　　○ｈａ、○筆

担い手への農地の利用集積に結びついた面積及び筆数　　○ｈａ、○筆

等

遊休農地である旨の通知を行った面

積及び件数

面積　　○○ha

件数　○○件

対象者　○○人

農業上の利用の増進を図るために必

要な措置を講ずべきことを勧告した遊

休農地の面積及び件数

面積　　○○ha

件数　○○件

対象者　○○人

点検項目

実施状況

管内の

遊休農地

の面積及び筆数

面積　○○ｈａ

筆数　　○○筆

遊休農地

への指導の件数及び改善

状況

指導件数　　○○件

指導面積　○○ha

指導対象者　○○人

改善状況


　


	改　　　正　　　後
	改　　　正　　　前

	　（４）・（５）　（略）
Ⅱ　（略）
（別紙様式２）　（略）
	（４）・（５）　（略）
Ⅱ　（略）
（別紙様式２）　（略）


附則（平成21年12月11日付け21経営第4587号）
　３の（２）の点検・評価の案の作製に係る別紙様式１のⅠの２の（３）は、平成21年12月15日以後の実績に係る案について適用し、同日前の実績に係る案については、なお従前の例による。
